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救急搬送人員が過去最多を更新 
～高齢化の進展と 2040 年を見据えた救急需要の将来推計～ 

総合調査部 研究理事 谷口 智明 

 

1. 2024 年の救急出動件数・搬送人員は過去最多を更新 

本稿では、わが国の高齢化の進展と救急需要の見通しについて考察する。総務省消

防庁「令和 6 年中の救急出動件数等（速報値）」によると、2024 年の救急自動車によ

る救急出動件数は 771.7 万件、搬送人員は 676.5 万人で、1963 年（出動件数 23.9 万

件、搬送人員 21.6 万人）の集計開始以来、いずれも過去最多を更新した。日本の総

人口に対する搬送人員の割合でみると、1963 年には約 445 人に 1 人だったものが、

2024 年には約 18 人に 1 人へと、およそ 27 倍に激増している。 

資料 1 は、救急自動車による搬送人員と高齢者人口の推移を示したものだ。日本の

総人口は 2008 年をピークに減少する中、コロナ禍の 2020 年、2021 年を除くと（注

1）、高齢者人口の増加とともに搬送人員も増加傾向にあることが確認できる。 

 

資料 1 救急自動車による搬送人員と高齢者人口の推移 

（出所）総務省消防庁「救急救助の現況」、同「令和 6 年中の救急出動件数等（速報値）」、総務省統計局「国勢

調査報告」、同「人口推計（各年 10 月１日現在）」より第一生命経済研究所作成 

 

2. 高齢者の救急搬送が逓増 

2024 年の救急自動車による搬送人員を年齢区分別にみると、65 歳以上の高齢者が

428.2 万人、成人が 196.8 万人、乳幼児が 27.5 万人などである。資料 2 において、

その推移をみると、高齢者が過去最多を更新する一方、新生児から成人までは、ほぼ

横ばいとなっている。搬送人員全体に占める割合も、高齢者が増加傾向にあり、2010
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年の約 51％から 2024 年には約 63％（+12％ポイント）となる一方、特に成人は 2010

年の約 40％から 2024 年には約 29％（▲11％ポイント）に減少した。こうした状況か

ら、搬送人員の増加は、主に高齢者の搬送人員の増加に伴うものであることがうかが

える。 

 

資料 2 年齢区分別搬送人員の推移 

（注）新生児：生後 28 日未満の者、乳幼児：生後 28 日以上満 7 歳未満の者、少年：満 7 歳以上満 18 歳未満

の者、成人：満 18 歳以上満 65 歳未満の者、高齢者：満 65 歳以上の者。 

（出所）総務省消防庁「救急救助の現況」、同「令和 6 年中の救急出動件数等（速報値）」より第一生命経済研

究所作成 

 

3. 2040 年を見据えた救急需要の将来推計～2030 年頃ピークも高水準が続く見通し 

そこで、今後の救急需要について、救急自動車による搬送人員と高齢者人口との関

連に基づいて考察する。その際、高齢者人口については、75 歳以上人口に焦点を当

てることとした。総務省消防庁「令和 6 年版救急救助の現況」によると、高齢者の搬

送人員の中でも 65 歳～74 歳が減少傾向にある一方、75 歳～84 歳および 85 歳以上は

増加傾向にあるためだ（注 2）。次に、日本が高齢社会に突入し、総人口がピークに

達した 2008 年から最新データの 2024 年において、搬送人員と 75 歳以上人口の関連

について回帰分析を試みた。その結果、両者の相関は高く、回帰式の当てはまりの良

さを示す決定係数（R2）は 0.9859 となった（注 3）。なお、65 歳以上人口で同様に回

帰分析したところ、決定係数（R2）は 0.8545 で、75 歳以上人口よりも相関が低かっ

たことを付言しておく。 

資料 3 は、粗い試算ながら、相関の高かった 75 歳以上の将来推計人口を回帰式に

投入して、2025 年から高齢者人口がほぼピークを迎える 2040 年までの搬送人員を推

計したものである。推計によると、搬送人員は今後も増加し 2030 年前後には約 720

万人（対 2024 年速報値＋44 万人）とピークを迎える。その後も 2040 年にかけて約

710 万人前後と高水準が続くと見込まれる。 
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資料 3 救急自動車による搬送人員の 2040 年までの推移（推計） 

（出所）総務省消防庁「救急救助の現況」、同「令和 6 年中の救急出動件数等（速報値）」、総務省統計局「国勢

調査報告」、同「人口推計（各年 10 月１日現在）」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令

和 5 年推計）」（出生中位・死亡中位）より第一生命経済研究所作成 

 

2025 年には団塊の世代が全て 75 歳以上となり、75 歳以上人口が急増する。75 歳

以上になると医療や介護ニーズが高まるとともに、身体機能の低下や基礎疾患、認知

症等の増加、独居や老老介護といった社会的要因も重なり、転倒や軽症・中等症でも

救急搬送が必要となるケースが増える傾向にある。また自宅だけではなく、高齢者施

設等からの救急搬送の増加も見込まれるなど、高齢者救急は地域包括ケアシステムの

セーフティネットとして重要な役割を持つとの見方もある（注 4）。 

そのため、現在、2040 年に向けた新たな地域医療構想が検討されており、高齢者

救急への対応が課題となっている。医療機関での受入体制を強化するとともに、入院

早期から必要なリハビリテーションを適切に提供し、早期に自宅等の生活の場に戻る

ことができる支援体制を確保することが求められる。 

高齢者の救急現場で「会話が困難」「正確な情報が分からない」といった課題も解

消し、救急業務を円滑に進めるため、マイナ保険証を活用した救急業務（「マイナ救

急」）（注 5）も有用と考えられる。マイナ保険証の利用促進（2025 年 3 月現在の利用

率 27.27％）とマイナ救急の 2025 年からの全国展開にも期待したい。 

 

以 上

 

【注釈】 

1) 2020 年、2021 年の搬送人員は大きく減少。新型コロナウイルス感染症の拡大に伴

う衛生意識の向上や不要不急の外出自粛といった国民の行動変容により、急病、交

通事故及び一般負傷等の減少に繋がったことなどが理由として挙げられる。 

2) 以下のグラフにおいて、平成 30 年と令和 5 年の「高齢者」の搬送人員の内訳をみ

ると、この 5 年間で 75 歳以上が増加傾向にあることが確認できる。 
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（出所）総務省消防庁「令和 6 年版救急救助の現況」 

3) 以下のグラフは救急自動車による搬送人員と 75 歳以上人口（2008 年～2024 年）

について回帰分析したもの。なお、2020 年と 2021 年はコロナ禍の影響で搬送人員

が大きく落ち込んでおり、外れ値として対象データから除いた。 

（出所）第一生命経済研究所 

4) 日本老年医学会雑誌 57 巻 2 号（2020）「田中裕之 高齢者救急システムをどう地域

で構築すべきか？」参照。 

5) マイナ救急とは、救急隊員が傷病者のマイナ保険証から、氏名や生年月日、病院受

診歴、処方薬情報はじめ、搬送先の病院選定や応急処置に役立つ情報を迅速に把握

し、救急業務を円滑化する取り組み。谷口智明（2025)「【1 分解説】マイナ救急と

は？」（https://www.dlri.co.jp/report/ld/435320.html）参照。 
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